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私道の給水管埋設時における承諾書撤廃に関する要望活動について
 　 平素は当会諸活動に何かとご理解・ご協力を賜り厚く御礼を申し上げます。

 　 今般、大阪宅建協会並びに大阪宅建政治連盟では、各自治体に対し、標記要望活動を行っていく準備を進めております。

　　会員の皆様に於かれまして、過去の取引において「承諾書をもらうのに相当な時間を要した」や「承諾料を請求された」等の事例がございましたら、別紙「私道の給水管埋設時の承諾書にかかる事例について」にご記入の上、支部事務局（FAX：06-6357-7285）までご提出くださいますよう宜しくお願い申し上げます。
【現状】
１　契約　
　　給水申請者が、工務店や指定業者に給水工事を依頼。
２　調査　
　　指定業者が事前調査を行い、給水工事を行う箇所を特定。
３　設計　
　　給水申請者と指定業者が申請書類を作成し、水道局に提出。
　
４　施行　
　　水道局が申請書類を審査し、合格すれば指定業者が給水工事を行う。
【問題点】


●土地の所有者が遠方に居住


●面会できる機会がない


●相続されていない


●所有者が所在不明


●承諾書を書いてくれない


●承諾料を要求される





他人の土地を使用しなければ給水管を埋設できない場合は、


給水管を埋設する土地の所有者の承諾書を添付。








